
  

様式第１号【単独企業用】 

 

競争入札参加資格確認申請書 

 

                                                        令和  年  月  日 

 

熊本市上下水道事業管理者 （宛） 

 

                                住    所 

 

                                商号又は名称 

 

                                代表者職氏名                            印 

 

                                        

令和２年１０月２１日付けで公告のありました南部浄化センター等運転及び保全管理業務委託

に係る総合評価落札方式一般競争入札に参加するに当たり、当社の競争入札参加資格の有無につ

いて確認されますよう、下記の書類を添えて申請いたします。 

 

記 

 

１ 様式第２号「競争入札参加資格審査調書」 

２ 様式第３号「水道料金等滞納有無調査承諾書」 

３ 様式第４号「配置予定技術者調書」 

４ 様式第５号「運転管理業務受託実績調書」 

５ 下水道処理施設維持管理登録業者登録証の写し 

６ 配置予定技術者が資格を有していることを証する書類の写し 

７ 業務実績を有していることを証する契約書の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

様式第２号【単独企業用】                           （表面） 

競争入札参加資格審査調書 

１ 件 名 南部浄化センター等運転及び保全管理業務委託  

２ 競争入札参加資格要件 

次の(1)～(3)に掲げる条件をすべて満たしていることを誓約します。虚偽の事項があった場

合は、いかなる措置を受けても異議ありません。 

なお、この書類を提出した以後に(1)から(3)に掲げる条件のいずれかを満たさなくなった場

合は、速やかに届け出ます。 

(1) 単独企業及び共同企業体の構成員に共通する資格要件 

ア 熊本市業務委託契約等に係る競争入札等参加資格審査申請書を提出し、熊本市業務委託契約等に係る競

争入札参加者等の資格等に関する要綱（平成２０年告示第７３１号）第５条に規定する参加資格者名簿に

登録されている者又は熊本市上下水道局業務委託契約等に係る競争入札等参加資格審査申請書を提出し、

熊本市上下水道局業務委託契約等に係る競争入札参加者等の資格等に関する要綱第７条に規定する参加

資格者名簿に登録されている者であること。かつ、令和３・４年度熊本市業務委託契約等又は熊本市上下

水道局業務委託契約等入札参加資格申請書を提出し、受理されている者であること。 

申請時の登録状況について、該当するものに○を記入すること。 

 熊本市の業務委託等に係る参加資格者名簿に登録されている。 

 熊本市上下水道局の業務委託等に係る参加資格者名簿に登録されている。 

 熊本市上下水道局の業務委託等に係る参加資格者名簿への登録を申請中である。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２

１条の規定による更生手続又は再生手続の開始の申立てがなされた場合は、更生計画の認可決定又は再生

計画の認可決定がなされていること。 

エ 熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号及

び熊本市上下水道局が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱第３条第１号の規定に該当しない

こと。 

オ 熊本市から熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（平成２１年告示第１

９９号）又は熊本市上下水道局物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（以下これ

らを「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

カ 消費税及び地方消費税並びに熊本市税の滞納がないこと。 

  （新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響により徴収猶予を受けている税額

については、滞納していないものとみなす。） 

キ 熊本市水道料金及び熊本市下水道使用料の滞納がないこと。 

ク 過去３年の間、本市との契約において、違反または不誠実な行為を行ったものであって契約の相手方と

して不適当と熊本市上下水道事業管理者が認めるものでないこと。 

ケ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示１３４８号）第２条第１項の下水道処理

施設維持管理業者登録簿に登録されている者であること。 

コ 本件入札に参加する単独企業及び共同企業体の構成員は、他の共同企業体の構成員として複数に参加し

ていないこと。 

(2) 単独企業の資格要件 

ア 業務実績について 

標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキシデーションディッチ法を除く。））による現有

処理能力１日当たり４万立方メートル以上の下水道法（昭和３３年法律第７９号）で規定する下水道終末

処理場の水処理施設及び濃縮から脱水までの工程を有する汚泥処理施設を併せた一連の維持管理業務を、

単独で、又は共同企業体の代表構成員として履行した実績があること。 

なお、当該実績については、国、地方公共団体又はそれに準ずる公的機関と直接契約したもので、同一

の下水道終末処理場において３年連続し、平成２２年度以降に業務完了したものであること。 



  

（裏面） 

イ 配置予定技術者について 

次の資格及び経験を有する者を配置できること。 

 (ｱ) 総括責任者として、直接的かつ３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある第３種下水道技術検定又は下

水道管理技術認定試験（処理施設）の合格者で標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキシ

デーションディッチ法を除く。））の下水道終末処理場における運転管理業務の総括責任者又は副総括

責任者の経験を２年以上有する者を専任できること（他の業務と兼務はできない。）。 

(ｲ) 副総括責任者として、直接的かつ３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある第３種下水道技術検定又は

下水道管理技術認定試験（処理施設）の合格者で標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキ

シデーションディッチ法を除く。））の下水道終末処理場における運転管理業務の総括責任者若しくは

副総括責任者の経験を１年以上有する者又は下水道処理施設維持管理業務実務経験（保守点検及び運転

操作監視等）を５年以上有する者を専任できること（他の業務と兼務はできない。）。 

(3) その他 

本件競争入札に事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する事

業協同組合をいう。以下同じ。）として競争入札参加資格確認申請書を提出した場合、その組合員は、単体

として競争入札参加資格確認申請書を提出することはできない。 

本件競争入札に事業協同組合として参加する場合は、事業協同組合として(1)及び(2)イの資格要件を全て

満たしていること。また、事業協同組合又は業務を担当する組合員のいずれかが、(2)アの資格要件を満た

していること。業務を担当する組合員についても併せて(1)オの資格要件を満たす者であること。 

 

 【事業協同組合として入札に参加する場合のみ記入】 

業務を担当する組合員名 

 

※ 業務を担当する組合員を特定することが困難な場合は、複数

の候補組合員名を記載しても良いこととする。この場合におい

て、うち１組合員でも(1)オに規定された要件を満たさない場

合は競争入札参加資格がないと認める。 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

               申請者 

               住所 

               商号又は名称 

               代表者職氏名                  印 

 

【連絡担当部署】 

部署名  担当者名  

電話番号  ＦＡＸ  

電子メール  

 

 

 

 

 

 

 



  

様式第３号                                                

 

  

水道料金等滞納有無調査承諾書 

 

南部浄化センター等運転及び保全管理業務委託の競争入札参加資格申請に伴い、熊本市

水道料金及び熊本市下水道使用料の滞納の有無を調査されることを承諾します。 

 

 

熊本市上下水道事業管理者（宛） 

 

               申請者    所在地又は住所  

                        商号又は名称   

                       代表者職氏名                                        

電話番号     

 

契約①   

（使用住所）   熊本市       

（使用者名義）   

  

 

契約② 

（使用住所）   熊本市 

（使用者名義）   

 

 

 

契約③ 

（使用住所）   熊本市 

（使用者名義）   

 

 

 

（料金課確認欄） 

 

        申請者      滞納なし ・ 滞納あり ・ 該当なし 

 

上記のとおり確認しました。 

                                   令和  年（    年）    月    日 

 

                                                 料   金   課   長 

  

水栓番号  ＣＤ 世代 

          

水栓番号  ＣＤ 世代 

          

水栓番号  ＣＤ 世代 

          



  

様式第４号 

配置予定技術者調書 

申請者名：                   

配置予定技術者の従事役職 総括責任者 副総括責任者 

配置予定技術者の氏名   

所属会社名 

（※単独企業以外の場合に記入） 
  

法令による資格 

(合格日、合格番号) 

□第３種下水道技術検定 

（     年  月  日 合格） 

（合格番号           ） 

□下水道管理技術認定試験（処理施設） 

（     年  月  日 合格） 

（合格番号           ） 

□第３種下水道技術検定 

（     年  月  日 合格） 

（合格番号           ） 

□下水道管理技術認定試験（処理施設） 

（     年  月  日 合格） 

（合格番号           ） 

実務経験年数     年    月 実務経験年数     年    月 

実
務
経
験
の
概
要 

業務名   

施設名   

発注機関名   

実務期間   

従事役職   

業務概要   

他
の
業
務
に
従
事
し
て
い
る 

場
合
、
そ
の
業
務
概
要 

他業務への従事状況 □従事している  □従事していない □従事している  □従事していない 

業務名称   

発注機関名   

従事役職   

本業務に従事するための

対応 
  



  

＜裏 面＞ 

 

 

（注意事項） 

１ 資格については、それを証する書類の写しを添付すること。添付されてない場合は、当該資格を有しているとは認めない。 

 

２ 実務経験の概要については、３配置予定技術者の要件を満たす内容を記入すること。要件を満たしていることが確認できない場合は失格とする。 

なお、本調書の項目を満たせば、別紙添付でも可とする。 

 

３ 配置予定技術者の要件 

次の資格及び経験を有する者を配置できること。 

ア 総括責任者として、直接的かつ３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある第３種下水道技術検定又は下水道管理技術認定試験（処理施設）の合格者で 

標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキシデーションディッチ法を除く。））の下水道終末処理場における運転管理業務の総括責任者又は 

副総括責任者の経験を２年以上有する者を専任できること。（他の業務と兼務はできない。） 

イ 副総括責任者として、直接的かつ３ヶ月以上の恒常的な雇用関係にある第３種下水道技術検定又は下水道管理技術認定試験（処理施設）の合格者 

で標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキシデーションディッチ法を除く。））の下水道終末処理場における運転管理業務の統括責任者若 

しくは副総括責任者の経験を１年以上有する者又は下水道処理施設維持管理業務実務経験（保守点検及び運転操作監視等）を５年以上有する者を専任 

できること。（他の業務と兼務はできない。） 

 

４ 他の業務（受注業務に限るものとし、本社勤務などは除く。）に従事している場合は、その業務概要（業務名称・発注機関名・従事役職・本業務に従 

事するための対応）について記入すること。 

なお、他の業務に従事していない場合は「空欄」でも可とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

様式第５号         

運転管理業務受託実績調書 

                        申請者名                

項       目    年度    年度    年度 

契約種別（単独・ＪＶ）    

業 

務 

名 

称 

施 設 名 称    

業  務  名    

発 注 機 関    

業 務 場 所    

契 約 金 額    

業 務 期 間 
年   月   日から 年   月   日から 年   月   日から 

年   月   日まで 年   月   日まで 年   月   日まで 

業  

務  

の  

概  

要 

公共・流域別  公共 ・ 流域 公共 ・ 流域 公共 ・ 流域 

処 理 方 式    

現有処理能力（ｍ3/日）    

業 務 の 内 容    

特 記 事 項    

（注意事項） 

１ 下水道法に規定する標準活性汚泥法または活性汚泥変法（高度処理（オキシデーションディッチ法を除く。））による終末処理場における水処理施設及び汚泥処理施設 

を併せた一連の維持管理業務の受託実績のみを記入すること。 

２ 現有処理能力１日当たり４万立方メートル以上の管理受託について、同一の下水道終末処理場において３年連続し、平成２２年度以降に業務完了した契約実績について

記入すること。 

３ 契約の相手方及び契約金額がわかる契約書の写しを添付すること。添付されていない場合は、当該実績を有しているとは認めない。 




